
建設業法施行規則等の改正に伴う各種申請等の取扱いについて 

解体工事に関する施工技術の専門化や施行実態の変化といった事情を踏まえ、業種区分につ

いて「解体工事」を新設する等の所要の措置を講じる「建設業法等の一部を改正する法律」（平成

２６年法律第５５号。以下「改正法」という。）が平成２６年６月４日に公布されたところです。 

改正法のうち、当該解体工事の新設に係る規定等については、平成２８年６月１日から施行さ

れるため、建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号。以下「規則」という。）においても、所

要の改正が行われ、建設業許可申請、経営事項審査に係る様式変更等が行われます。 

つきましては、同規則の改正に伴う各種申請等の取扱いについて、掲載資料をご参照の上、円

滑な手続きを行うことができるよう、ご理解、ご協力の程宜しく御願い致します。 

なお、本改正による各種申請等の取扱いについて掲載している内容は、九州地方整備局管内

の国土交通大臣許可業者を対象としておりますので、各県知事許可業者と一部取扱いが異なる

場合がありますので、念のため申し添えます。 

                            問い合わせ先 

                                    国土交通省九州地方整備局 

                            建政部建設産業課 

                                  ０９２－４７１－６３３１（代表） 
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                       内線６１４５ 


